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一般道路の維持管理費用は全国的に増加傾向にあり，今後は予算不足が懸念される．そのため，将来の

費用低減と安定した財源調達方法の確立が課題となるが，それを実現するためには，将来必要とされる予

算，および，インフラ構造物の劣化状況を把握することが求められる．そこで本研究では，山梨県甲府都

市圏を対象に，将来の道路構造物の劣化状況の把握と維持管理費用の推計，さらにその費用を調達するた

めの具体的な課税方法の検討を行った．ここで，本研究では従来の燃料税による費用調達に加え，他の税

金による費用調達の適用可能性についても検討するとともに，社会経済への影響がより低減される課税方

法を選択することにした．  
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1. はじめに 

 

日本の道路インフラは新規建設時代から維持更新時代

へと移行してきており，国や地方公共団体が管理する一

般道路でも，維持管理・更新費用は増加傾向にある．国

土交通省の推計では，国土交通省所管の道路維持管理・

更新費用は増加を続け，2034年ごろには2018年度（1.9兆

円）のおよそ1.5倍（2.8~2.9兆円）に達すると予想されて

いる1)．しかし，予算の大幅な増加が見込めないのが現状

である． 

これを踏まえて，道路の維持・修繕にかかわる費用の

低減を目的として，全国的に維持管理方法を事後保全型

から予防保全型へと移行する取り組みが少しずつみられ

るようになった．これにより従来の管理方法と比較して，

30年後にはおよそ5割の費用が削減できると予測され，構

造物のライフサイクルコストの大幅な低減が期待されて

いる1)．しかしこの予防保全を確実に実行するには，構造

物の劣化状況を把握したうえで，将来の維持管理費用を

正確に把握する必要がある． 

また，予防保全を行うとしても，多くの構造物を同時

に更新しなければならない場合，財源調達が困難になる

恐れがあることから，今後の道路財源の調達方法も課題

となる．現在，一般道路の道路費用は主に燃料税等で賄

われている．今後，予算確保がより一層難しくなること

を考慮すると，増税策による新たな負担を求めるか，す

べての道路の維持・修繕をあきらめるか，など，いくつ

かの選択肢が出てくる．あるいは，これらの選択肢をバ

ランスよく組み合わせた方法を検討することが必要にな

ると考えられる．しかし日本においては，これからの時

代に対応した具体的な財源調達手法が確立していない． 

そこで本研究では甲府都市圏の道路橋を対象に劣化予

測モデルを構築し，予防保全型管理における将来の年度

別の維持・修繕費用推計を行う．さらに，その費用を持

続的に調達していくためのより良い財源調達手法を提案

する．ここで，本研究が目標とする最適な財源調達とは，

新たな課税により発生する経済損失をできる限り抑えた

うえで費用を調達することである．本研究では，社会経

済への影響がより低減される課税方法の選択を提示する． 

 

 

2. 甲府都市圏の橋梁劣化の現状と橋梁劣化予測

モデルの構築 

 

(1) 本研究の対象地域における維持管理の現状 

a) 甲府都市圏 

本研究では，甲府市，甲斐市，笛吹市，中央市，山梨

市，韮崎市，南アルプス市，昭和町，市川三郷町の7市2

町を甲府都市圏としている（図-2.1）．上記の市町は甲府
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盆地内に位置し，経済的に密着しているほか，域内間の

交通量も比較的多い．この甲府都市圏を対象に構造物の

劣化予測および維持管理費用の推計を行う．  

b) 橋梁劣化の現状 

図-2.2は，法定点検1巡目（平成26~30年度）における甲

府都市圏内の県，市町管理の橋梁健全度2)を，表-2.1の区

分で建設年次ごとにまとめたものである．なお，建設年

次が不明となっている橋梁も多く，それらはその年の最

も古い年次に建設されたとする．この図から，高度経済

成長期以降に建設数が急増し，それに伴い早期措置段階

（判定区分Ⅲ）あるいは予防保全段階（判定区分Ⅱ）の

ものが多く存在することが分かり，今後これらが一斉に

老朽化した場合，補修数が短期間で急増することが予測

される． 

また，図-2.3は道路統計年報2010~20204)をもとに甲府

都市圏の県，市町管理の道路総費用および橋梁補修費用

の推移を表したものである．ここで，甲府都市圏対象の

費用データは存在しないため，山梨県全域の費用を甲府

都市圏の域内と域外の橋梁数で按分することにより算出

している．図-2.3より，近年は総費用が160億円程度，橋

梁補修費用が21億円程度であり，いずれも大きな増減は

みられない．しかし，先述の老朽化構造物の増加により，

今後は維持管理費用が増加することが予想される． 

以上を踏まえ，山梨県においてもライフサイクルコス

ト低減および補修橋梁数の平準化の観点から，早期措置

の重要性が高まると考えられる． 

c) 山梨県の橋梁維持管理の取り組み 

山梨県では，アセットマネジメントの考えをもとに戦

略的に維持管理を行うため，2010年に橋梁長寿命化実施

計画5)を策定し，2011年度より計画に沿った点検・補修を

進めてきた．計画では年間25億円を投じ，補修・補強・

点検を行うとしたが，実際にはそれ以上の予算を要した

一方で，橋梁の耐震化に重点が置かれたこと，補修・補

強・点検にかかる単価が上昇したことなどが原因で，計

画通り進捗していない点が課題となった． 

そこで，計画策定から10年が経過した2020年に計画の

見直しが行われた．そこでは，修繕時期や費用の改訂だ

けでなく，ミニマムメンテナンスブリッジ化や新技術の

導入など，新たな知見を踏まえて多くの費用縮減化施策

を取り入れている．しかし構造物の劣化予測に関しては，

それまで用いられてきた県独自の劣化曲線の妥当性を判

 

定義

Ⅰ 健全 道路橋の機能に支障が生じていない状態．

Ⅱ 予防保全段階
道路橋の機能に支障が生じていないが，予防保全の観

点から措置を講ずることが望ましい状態．

Ⅲ 早期措置段階
道路橋の機能に支障が生じる可能性があり，早期に措

置を講ずべき状態．

Ⅳ 緊急措置段階
道路橋の機能に支障が生じている，又は生じる可能性

が著しく高く，緊急に措置を講ずべき状態．

区分

表-2.1 橋梁健全性の判定区分3) 

図-2.1 甲府都市圏［黄色着色部分］ 

図-2.3 甲府都市圏の県，市町管理の 

橋梁補修費用と総費用の推移 

図-2.2 甲府都市圏内の橋梁定期点検結果 
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断する有意なデータが蓄積されていないとして，見直し

が行われていない． 

 

(2) 橋梁劣化予測モデルの構築 

a) 劣化予測モデルの概要 

土木構造物の劣化予測モデルに関する研究は数多く蓄

積していて，その予測手法にはさまざまなものがある．

表-2.2は，各劣化予測手法の特徴6)をまとめたものである． 

このうち，先行研究および本研究では確率論的手法を

使用している．本研究で算出する維持管理費用の推計値

は，今後の長期的な維持管理計画の立案・提言に利用す

るものである点，さらに，現在の各橋梁の劣化要因まで

は把握できないことに加え，個々の劣化要因の進行メカ

ニズム等の予測までは必要としていない点を考慮し，確

率論的手法の使用が妥当であると判断した． 

また，確率論的手法では，マルコフ遷移確率を推定す

る方法として，ハザードモデル，二乗誤差最小モデル，

数え上げモデルといった手法がある．表-2.3は，近田ら7)

の考察をもとに各推定方法の特徴をまとめたものである． 

近田らは，各モデルの特徴およびデータの蓄積が十分

でないことを考慮して，現時点では二乗誤差最小モデル

が最適であるという結論を出している．そのため，本研

究でも二乗誤差最小モデルから推定した遷移確率を使用

している．  

b) 先行研究 

内山ら8)は，上記の二乗誤差最小モデルを用いて，実際

の橋梁定期点検データよりマルコフモデルを推定し，こ

れより平均的な床版の劣化曲線を得ている．さらに，実

データより大型車・普通車交通量の影響，飛来塩分量に

よる影響を算出し，劣化要因変数として推定したマルコ

フモデルに順次導入することで，複数の劣化要因を考慮

した統合モデルを構築し，個々の橋梁に対応した劣化予

測を行うことが可能となった． 

これを踏まえて小松9)は，内山らのモデルを甲府都市

表-2.2 劣化予測手法 

概要 適用 長所 短所

回帰分析手法

蓄積された経年的なデータを活

用し，現在までの劣化状態の推

移より，将来の劣化状態を予測

する方法．

経年的に劣化する材料等に適用

できる．また十分な量のデータ

を必要とする．

経年的に蓄積されたデータを活

用するため，対象とする各資産

の将来の状態を予測することが

可能である．

データ数が少ないと予測した状

態と実劣化状態のバラツキが避

けられない．

理論的手法

理論的に劣化要因の進行メカニ

ズムが解明され，材料・構造・

荷重・環境条件により，理論式

に基づいて将来的な状態を予測

する方法．

コンクリートの中性化や塩害に

よるひび割れ，鋼材腐食，鋼材

の疲労による亀裂など

メカニズムが解明されている劣

化については，経年的なデータ

の有無に関わらず，与条件によ

り将来的な劣化予測が可能であ

る．

現時点では，メカニズムが確認

されていないものも多く，また

劣化の要因が複合した場合の対

応が困難である．

確率論的手法

マルコフ過程に代表されるよう

に，確率論的に将来の劣化状態

を予測する方法．

突発的な損傷や，資産群のマネ

ジメントにおける予算確保・配

分への適用などがある．

中長期的な計画の立案など，精

緻な精度を必要としない予測を

行う場合には適用性が高い．

精緻な精度を求められる場合は

適用が困難である．また，劣化

要因を特定しないため，想定し

た対策法が現実と剥離する可能

性がある．

概要
点検データが十分に
与えられる場合

点検データが十分に
与えられない場合

やや複雑な遷移確率行列を
設定した場合

ハザードモデル
寿命関数を用いて遷移確率を推定

する手法．

推定値の平均値は若干のずれ（バ

イアス）が生じる．ただ，このこ

とが低健全性の遷移推定精度の改

善につながる．

二乗誤差最小モデル

遷移確率を変数とした推定値と観

測値の残差平方和を目的関数とし

て設定し，最小化する方法．

数え上げモデル

同一点検間隔ごとの遷移確率を推

定したのち，点検間隔に対して平

均化操作することで単位検査結果

年の遷移確率を推定する手法．

過大な推定をする可能性がある．

正しく遷移確率を推定することが

できる．

ある程度時間ステップが進行した

時点で遷移確率が変化する場合で

も，同様の推定ができる．

推定値の平均値は正しく推定でき

る．

表-2.3 マルコフ遷移確率の推定方法 

 

図-2.4 交通量別劣化曲線 
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圏の橋梁に適用して床版の劣化予測モデルを構築し，大

型車・普通車交通量を劣化要因変数として，交通量ごと

に劣化曲線を作成した（図-2.4）．これより，各橋梁の劣

化状況の予測および補修が必要になるまでの年数の予測

が可能となった．ここで，表-2.1では健全性区分を健全な

状態からⅠ, Ⅱ, Ⅲ, Ⅳとしているが，本研究の劣化予測

では内山らの損傷ランク区分にならい表-2.4のように健

全な状態から順に5, 4, …, 1と定義している． 

以下，内山らのモデルの詳細を示す．はじめに，𝑦𝑡を

時点𝑡（0 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇）における損傷状態𝑖のデータとし，そ

れらを要素とする確率ベクトルを𝑦𝑡で表す．ここで，𝑦𝑡

が推移確率行列𝑷 = (𝑝𝑖𝑗)を持つマルコフ連鎖の時点𝑡に

おける分布を正しく表しているとすれば，𝑦𝑡 = 𝑦𝑡−1𝑷と

なっている．そこで，1 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇のすべての𝑡について𝑦𝑡 −

𝑦𝑡−1𝑷の各要素の，最小二乗和となる𝑷を選べば，真の推

移確率行列の推定値が得られることが期待される． 

∑∑[𝑦𝑡𝑗 − ∑ 𝑦𝑡−1, 𝑖𝑃𝑖𝑗

𝑠

𝑖=1

]

2𝑆

𝑗=1

𝑇

𝑡=1

(1) 

ここで，式(1)を最小にするように𝑃𝑖𝑗を決める．その結果，

𝑌 = 𝑍𝑃が得られることから， 

𝑃̂ = 𝑍−1𝑌 (2) 

によって推移確率を推定することができる．ただし，𝑌 =

∑ 𝑦𝑡−1, 𝑖 𝑦𝑡𝑖𝑡 , 𝑍 = ∑ 𝑦𝑡−1, 𝑖 𝑦𝑡−1, 𝑗𝑡 ． 

しかし推移確率行列は，離散時点での損傷ランク分布

より推定していることから，劣化状態が回復する確率も

含まれているため，劣化現象を正確に捉えていない．そ

こで，劣化が状態𝑖にとどまるか次の状態𝑗へのみ移行す

るという制約条件を導入する． 

𝑃𝑘ℎ = 0          (𝑘,  ℎ) ∈ 𝐽 

∑𝑃𝑖𝑗

𝑠

𝑗=1

= 1     𝑖 = 1,  2,  ⋯ ,  𝑠 (3) 

式(3)の制約条件のもとで式(1)を最小にする𝑃𝑖𝑗が，ラ

グランジュ未定乗数法により求められる．これを東京都

における実データを適用して求めた推移行列が以下であ

る． 

𝑃 =

5
4
3
2
1 [

 
 
 
 
0.8165 0.1783 0.0 0.0064 0.0

0.0 0.4322 0.5397 0.0297 0.0
0.0 0.0 0.6159 0.3872 0.0
0.0 0.0 0.0 0.3247 0.6782
0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 ]

 
 
 
 

 

次に，用いた橋梁データを表-2.5の普通車・大型車別

で交通量区分ごとに整理し，実データより交通量別の影

響を算出したうえでこのマルコフモデルに導入する．具

体的には，ある時点での損傷ランク分布より交通量によ

る劣化の影響を大型車，普通車別に算出する．ただ，線

形で表現される現象しか取り込めないという変数マルコ

フモデルの特徴から，交通量区分による損傷ランクの分

布を線形近似し，さらに交通量区分による劣化の影響を

表す確率を算出し，これを劣化要因変数𝛾とする（表-2.6）．

ここでは，全データの大型車，普通車の平均値より，交

通量の少ない区分では𝛾を劣化が滞在するように，交通

量の多い区分では劣化が進行するように導入する．前者

を滞在型マルコフモデル，後者を進行型マルコフモデル

としている． 

5               4                3                2               1 

 

点検区分
劣化予測

区分

健全 Ⅰ 5

4

3

早期措置段階 Ⅲ 2

緊急措置段階 Ⅳ 1

予防保全段階 Ⅱ

表-2.4 橋梁点検区分と劣化予測時の区分の関係 

大型車 γ(5) γ(4) γ(3) γ(2) γ(1)

1千［台/24h］未満 0.130 0.101 0.101 0.136 0.250

1千～5千［台/24h］未満 0.087 0.067 0.067 0.091 0.218

5千～1万［台/24h］未満 0.055 0.042 0.042 0.057 0.109

1万［台/24h］以上 0.162 0.126 0.126 0.170 0.359

表-2.6 橋梁点検区分と劣化予測時の区分の関係 

普通車 γ(5) γ(4) γ(3) γ(2) γ(1)

1万［台/12h］未満 0.187 0.184 0.033 0.041 0.200

1万～2万［台/12h］未満 0.104 0.104 0.019 0.023 0.200

2万～3万［台/12h］未満 0.005 0.000 0.000 0.000 0.039

3万～4万［台/12h］未満 0.086 0.078 0.014 0.017 0.102

4万［台/12h］以上 0.200 0.210 0.037 0.046 0.337

普通車［台/12h］

10000台未満

10000～20000台未満

20000～30000台未満

30000～40000台未満

40000台以上

大型車［台/24h］

1000台未満

1000～5000台未満

5000～10000台未満

10000台以上

表-2.5 交通量区分 
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続いて，普通車と大型車の複合劣化要因変数を導入す

る．普通車・大型車の影響の合成は，それぞれの重量を

荷重と考え重み付けをする．車両総重量の比は，普通車：

大型車=0.11：0.89とすると，交通量の劣化要因変数は以

下のようになる． 

𝛾𝑘,   𝑗 = 0.11𝛾𝑛,   𝑗 + 0.89𝛾𝑏,   𝑗 (4) 

ただし，𝛾𝑘,   𝑗：交通量による劣化要因変数，𝛾𝑛,   𝑗：普通

車交通量による劣化要因変数，𝛾𝑏,   𝑗：大型車交通量によ

る劣化要因変数． 

最後に，劣化要因変数をもとに劣化曲線を作成する．

 

図-2.5 ①～⑤：山梨県管理（国道・県道）の橋梁点検データと交通量別劣化曲線との関係性 

⑥：市町管理の橋梁点検データと劣化曲線との関係性 

① 大型車1千台未満，普通車1万台未満 ② 大型車1千台未満，普通車1~2万台 

③ 大型車1~5千台，普通車1万台未満 ④ 大型車1~5千台，普通車1~2万台 

⑤ 大型車1~5千台，普通車2~3万台 ⑥ 
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構築したマルコフモデルから損傷ランクが 1つ下がるご

との期待値寿命𝑃𝑖,   𝑖−1をそれぞれ求めた後，検査間隔𝑛で

除して故障率を求める． 

𝜆𝑖,   𝑖−1 =
𝑃𝑖,   𝑖−1

𝑛
(5) 

なお，定期点検の検査間隔は 5年に 1度であるため，𝑛 =

5である．そして，確率の逆数より寿命が求まる． 

𝜏𝑖,   𝑖−1 =
1

𝜆𝑖,   𝑖−1

(6) 

以上より，図-2.4のような普通車・大型車交通量を考

慮した劣化曲線が作成できる． 

c) 既存劣化予測モデルと点検データの整合性の検討 

前項では，内山らの橋梁劣化予測モデルを取り上げた

が，甲府都市圏内の橋梁への適用可能性を検討する必要

がある．そこで，はじめに既存劣化曲線と(1) b)で示した

点検データの分布を比較し，劣化曲線が実データに沿っ

たものであるかを確認した．図-2.5は，その劣化曲線と

点検データの分布を通過交通量ごとに表したものであり，

各橋梁の通過交通量は，平成 27年度 全国道路・街路交

通情勢調査（道路交通センサス）10)の 24時間自動車類交

通量（上下合計）の路線平均値を使用している．なお，

⑥の市町管理橋梁に関しては，市町道の交通量データが

十分に得られないことから，交通量が最も少ない区分と

仮定した劣化曲線を使用している． 

図-2.5を参照すると，点検データが曲線付近に分布す

るものが多いが，曲線から離れて分布するものも多い．

また，データが曲線に沿ったものであったとしても，橋

梁劣化には不確実性要素も多く，将来も曲線通りに劣化

が進行するとは限らない．そのため，この曲線を用いて

劣化予測を行うことは適切ではなく，個々の橋梁ごとに

劣化要因を丁寧に分析し，劣化曲線を作成するべきとの

指摘もある．しかし，現在の定期点検データからは，主

に個々の橋梁の架設年度，点検時の総合的な健全性判定

区分，橋長・幅員，管理者といった基礎情報しか得られ

ず，各部材の損傷状況，過去の修繕履歴，詳細な所在地

などは得られないことから，現時点では個々の橋梁ごと

に劣化予測を行うことは難しい．それに加えて，本研究

の目的は，各年度で発生する費用の概算値を把握するこ

とであり，個々の橋梁の劣化状況把握や費用算出は必ず

しも必要ではない．したがって，劣化曲線がデータ分布

の中央付近に通るものが多く，平均費用算出時に各年度

で費用が大きく外れることは考えにくいことを考慮する

と，これらの劣化曲線を用いて劣化予測を行うことはお

おむね妥当であると判断した． 

 

 

3. 劣化予測と維持修繕費用推計 

 

(1) 対象構造物 

劣化予測および維持修繕費用推計にあたり，本研究で

は，甲府都市圏内の県と市町管理の橋梁のうち，橋長15m

以上の938橋を対象とする． 

 

(2) 修繕費用の推計方法 

まず，先述の劣化曲線に基づき橋梁ごとに修繕時期を

推計する．ここでは，架設年度をランク5とし，いずれの

橋梁もランク1まで曲線通りに劣化が進行すると仮定し

ている．修繕時期は表-2.4を参考に，予防保全型管理を行

う場合はランク3，事後保全型管理を行う場合はランク2

に到達した年度とする． 

続いて，年度ごとに修繕する橋梁数を推計し，それに

平均単価を乗じて年間費用を算出する．なお，平均単価

は貝戸ら11)が示す単価を使用している（表-3.1）．図-3.2

のように，事後保全型と予防保全型では構造物の修繕規

模や間隔が大きく異なることから，平均単価も大きく差

事後保全型 128　（千円/m2）

予防保全型 48　（千円/m
2
）

表-3.1 管理方法別修繕単価 

図-3.1 修繕時期の推定イメージ 

（予防保全型管理の場合の例） 

図-3.2 事後保全型管理と予防保全型管理の 

修繕時期と健全度のイメージ図 

［赤：予防保全型の場合，青：事後保全型の場合］ 

出典：国土交通省「インフラ長寿命化とデータ利活用に向けた取組」 
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が開く．この単価と1橋あたりの平均面積（565m2）を用

いると，1橋あたりの修繕費用は，事後保全型で723万円，

予防保全型で271万円ほどとなる．  

 

(3) 推計条件 

修繕費用は，表-3.2の条件で推計する．ケース2は，予

防保全型管理を取り入れる場合の費用推計であり，5.で

の適正費用負担方法の検討の際に利用するものである．

ここで，ケース2では，2020年度までを事後保全型，2021

年度からは予防保全型の管理としているが，これは，山

梨県が2020年度までに損傷が激しい橋梁を集中的に補修

し，それが終わり次第，予防保全型に移行するとしてい

たことから，本研究でもそれにならって推計している．

一方でケース1は，従来の事後保全型で管理する場合の費

用推計であり，ケース2の比較対照としている． 

推計期間は，いずれのケースも2011年から2110年まで

の100年間としている． 

 

(4) 推計結果 

 まず，2008年から2018年までは観測データが存在する

ため，推計結果との比較を行う．図-3.3は，図-2.3の橋梁

補修費用の実測データと本研究の橋梁補修費用推計を比

較したものである．この期間においては，本研究の推計

費用が実際にかかった費用に比べて大幅に小さいことが

分かり，現況再現が取れているとは考えにくい．ただ現

時点ではこの11年間しか比較できず，これ以降の期間に

おける推計結果の妥当性について検討できないことから，

今後のデータの蓄積が待たれるところである． 

そして，(3)の2ケースの推計結果を表-3.3，図-3.4に示

した．表-3.3は100年間の総費用，図-3.4は年度別修繕費

用の推移を表している．表-3.3の削減率は，従来の事後保

全型管理の総費用と比較して予防保全型管理で削減され

た費用の割合を示しており，ケース2は，ケース1の36.2%

の費用が削減できることが分かる．つまり，今後本格的

に予防保全を導入する場合，事後保全型管理の場合のお

よそ63%の費用で修繕が可能であることを明らかにした．

また，表-3.3の最下欄は，山梨県橋梁長寿命化実施計画に

おいて山梨県が公表している削減率であり，これによる

と，およそ44%の費用削減が可能であることを示してい

て，本研究の推計が山梨県の推計に近い結果となった．

したがって，本研究のように費用の概算値を算出するの

 

表-3.2 推計条件 

図-3.3 実際の補修費用の推移と本研究の費用の推移 

表-3.3 100年間の総費用と削減率 

ケース1 ケース2

費用 1,186 億円　※ 756 億円

削減率

［※を基準］
— 36.2%

削減率

［山梨県推計］
— 44%

 

図-3.4 修繕費用の推移 
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みの目的であれば，この推計手法は妥当であると考えら

れる． 

続いて各ケースの費用の分布を詳しく分析する．従来

の管理方法であるケース1では，2021年度以降も一定の周

期で費用が発生することが読み取れる．一方でケース2で

は， 2021年度から2035年度までの15年間で費用が急増し，

ピーク時には20億円を大幅に超過する年度が連続するな

ど，ケース1よりも費用が多く発生する．しかしその後は

費用が急激に減少し，費用のピークも比較的小さい．こ

れは，2021年度から予防保全を取り入れているものの，

2035年まではランク2の全橋梁の修繕が終了していない

と予測し，一部の橋梁は事後保全型で修繕を行うとして

いるからである．よって，予防保全型を始めてしばらく

の期間は費用が大きく増加することも，本研究の推計で

わかった． 

 

 

4. 道路財源の現状と適正課税方法の検討 

 

(1) はじめに 

国や地方公共団体が管理する一般道路の財源は，主に

燃料税などの税金を基本としている．しかし1.で示した

通り，今後は税収の不足により持続的な維持管理が困難

になることが予測されるため，安定した財源調達方法の

確立が求められる．そこで(2)では，現在の燃料税等の税

収の現状について示し，それを踏まえて(3)～(5)では，不

足する税収入の適切な徴収方法について経済学的な面か

らも評価を行う． 

 

(2) 道路予算の現状 

図-2.3より，2018年度の甲府都市圏内の県，市町管理

の橋梁補修費用はおよそ 31.9億円である．また，道路統

計年報 2020（平成 30年度の道路事業費）4)より，山梨県

全体の総費用は 1,014億円，このうち橋梁補修が 64.3億

円であることから，県内の総道路費用に対する橋梁補修

費用の割合は 6.35%であることが分かる．そのため，甲

府都市圏においても橋梁補修費用は道路費用全体の

6.35%であると仮定する． 

一方，後述（(5) a)）の甲府都市圏の産業連関表より，

石油製品の域内総需要額は 707.0億円である．また，2011

年の全国の産業連関表 12)より，石油製品部門の国内生産

額に対する純間接税率は 21.83%である．ここで，甲府都

市圏においても石油製品にかかる純間接税率が全国のも

のと同じであるとすれば，甲府都市圏での石油製品の税

支払い額は 154.3 億円となる．つまり，現在の甲府都市

圏内の燃料税等の支払いは 154.3 億円とみなすことがで

きる．この税収に橋梁補修の比率 6.35%を乗じた予算，

すなわち 9.8億円程度が，2018年度に橋梁補修へ投入さ

れた予算であると仮定する． 

したがって，費用と予算の差額（31.9 − 9.8 = 22.1（億

円））が 2018年度の税収の不足分である． 

しかし，現在の道路財源は一般財源化されており，道

路税収すべてが道路事業に活用されているかについては

不明である．また，不足分が発生する場合は他の一般財

源から調達されていると考えられる．そのため，本来は

道路事業への燃料税や他の税金の流れについても考慮す

るべきであるが，詳細までは把握できないため，現在の

燃料税収は基本的に道路事業に充てられていると仮定す

る． 

 

(3) 課税による経済損失の発生 

本研究における適正費用負担の導入とは，現在の財源

調達で発生する経済損失（死荷重損失）をできる限り低

減させたうえで十分な税収入を確保することである．こ

こで，経済損失とは，課税等の政策により発生する，財・

サービスの取引から得られる社会全体の便益（総余剰）

の減少分を指す 13)． 

 図-4.1は，課税なしの場合の財・サービスの市場の均

衡状態を表したものである．市場価格と需要曲線で囲ま

図-4.1 課税前の市場の均衡状態 

図-4.2 間接税下の市場の均衡状態 
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れた領域 X が，市場取引から消費者が得る便益であり，

これを消費者余剰という．同様に，市場価格と供給曲線

で囲まれた領域Yが，市場取引から生産者が得る便益で

あり，これを生産者余剰という．この消費者余剰と生産

者余剰の合計（領域X+Y）を総余剰といい，この財の取

引によって社会全体が総余剰の分だけ便益を得ているこ

とになる． 

 ここで，間接税がかかると，消費者が支払う価格が税

金の分だけ生産者が受け取る価格より高くなる．間接税

のかけ方には2種類あり，消費者が支払う価格を𝑃𝐷，生

産者が受け取る価格を𝑃𝑆，税率を𝑡で表すと， 

𝑃𝐷 = 𝑃𝑆 + 𝑡 (7) 

で表されているものを従量税という．これは，財1単位当

たりに課税する方法であり，燃料税各種がこれにあたる．

一方， 

𝑃𝐷 = 𝑃𝑆(1 + 𝑡) (8) 

で表されているものを従価税といい，これは，売上金額

の一定割合に課税する方法であり，消費税がこれにあた

る． 

間接税課税のもとでの市場均衡は図-4.2のようになる．

消費者が払う価格が𝑃𝐷で，需要量が𝑄0であり，生産者が

受け取る価格は𝑃𝑆で，供給量は𝑄0である．つまり，図-

4.2の状態で需給が一致している．ここで，課税下の総余

剰は消費者余剰，政府の税収，生産者余剰の合計である

が，課税前の図-4.1と比較すると，総余剰が領域Zの分

だけ減少している．この総余剰の損失を死荷重と呼び，

課税が非効率性を招くことが分かる． 

そのため，この死荷重が最小となるように税収を確保

することが社会全体でみると効率的な費用調達手法であ

るといえる．そこで本研究では，さまざまな課税ケース

を想定し，死荷重損失を計測することで各ケースの費用

調達の効率性を判断する． 

 

(4) CGEUEモデル 

a) CGEUEモデルの概要 

死荷重損失を計測するにあたり，本研究では応用一般

均衡型都市経済（CGEUE）モデル14)を用いる．CGEUEモ

デルは，都市内交通整備の便益評価などに応用するため

に開発された都市経済モデルであり，各ゾーンのOD交通

量が推計できるとともに，一般均衡モデルとなっている

ことから，税や料金がもたらす死荷重損失を正確に計測

できるという利点を持つ． 

CGEUEモデルは複数のゾーンに分割された都市圏を

対象とし，本研究では甲府都市圏を67ゾーンに分割して

いる．経済主体は，家計と産業部門別の企業，政府，公

的投資部門，民間投資部門を想定し，それらは基本的に

都市圏全体での代表的主体であるとする．そのうち，家

計，政府，公的投資部門，民間投資部門は，最初にどの

ゾーンで消費するかという立地選択を行う． 

市場は応用一般均衡（CGE）モデルのように対象都市

圏で統一的な市場を想定するものと，応用都市経済

（CUE）モデルのようにゾーンごとの市場を想定するも

のに分けている．具体的には，農林水産業，製造業系企

業および労働，資本市場は都市圏全体で統一的な市場が

存在するとした．また，サービス系企業は，これらが基

本的には供給されるゾーンに出かけなければ消費できな

いという特性を持つことから，ゾーンごとに市場が成立

するものとした． 

不動産サービスも，ゾーンごとに市場が成立するとし

ている．なお，不動産業が投入する資本は土地や建物と

考えられること，そして，それらは基本的には他のゾー

ンから投入ができないものであるため，不動産資本市場

はゾーンごとに成立し，その不動産資本を投入して生産

される不動産サービスもゾーンごとに市場を設定してい

る． 

貨物，旅客の両運輸サービスは，OD別の市場が成立す

るとした．これにより，交通の持つOD別サービスという

特性を踏まえたモデル化が行えることになる．さらに，

貨物，旅客とも交通機関を考慮し，その中の自動車交通

に関しては交通量配分による経路選択まで考慮する． 

b) 企業の行動モデル 

続いて，中間財と生産要素を投入して財・サービスを

生産する企業の生産行動モデルを示す．図-4.3はその生

産行動を表したものである．図-4.3の破線部分がサービ

ス系企業の行動モデルであり，その最上位に生産地選択

を追加したものが農林水産業，製造業系企業の行動モデ

ルとなる．すなわち，生産地選択モデル以外は，すべて

の企業で共通の行動モデルである． 

次に，企業の生産行動モデルの定式化を示す．まず，

都市圏に唯一の代表的企業として存在する農林水産業，

合成財・
サービス(2)

合成生産
要素

ゾーンiの生産量

合成中間財
（貨物）

不動産

労働 資本

貨物運輸

貨物運輸
（ゾーンk）

合成サービス
（旅客）

農林
水産業

製造業

合成中間財

旅客運輸合成サー
ビス

サービス s

財m生産量

交通機関Ps

my

i

my

i

REmx

( )2

i

m
z

i

mcf

i

ml
i

mk
i

ZFmz
i

SPmz

i

Zmz i

Fmz 合成サービス（ゾーンk）
（旅客）

ik

SPmz

ik

Smz

ik

Smx
s

ik

P mx

ik

Pmzki

Fmz

交通機関Fn n

ik

F mx

i

n mx

合成財・サービス(1) 合成エネ財( )1

i

m
z i

Omz

石油製品 電力
i

Omx
i

Dmx

生産地選択モデル

図-4.3 企業の生産行動モデル 
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製造業系企業がどのゾーンで，どれだけの生産を行うか

を決める．各ゾーンでの生産量が決定すれば各ゾーンの

労働投入量も決定され，その労働投入量が企業の立地量

を表すことになる．これより，この生産地決定モデルが

企業の集計的立地選択モデルを表すといえる． 

生産地選択モデルは，ゾーン𝑖における生産量を決定す

るモデルとして定式化され，標準的なCGEモデルと同様，

生産技術制約下での費用最小化問題により定式化できる．

ここでは，生産関数にBarro型CES関数を用いることにす

ると，最適化問題は以下のようになる． 

𝐶𝑚 = 𝑚𝑖𝑛
𝑦𝑚

𝑖
∑𝑝𝑚

𝑖 𝑦𝑚
𝑖

𝑖

(9a)
 

s.t.   𝑦𝑚 = 𝛾𝑚 [∑𝛼𝑚
𝑖 {𝛽𝑚

𝑖 𝑦𝑚
𝑖 }

𝜎𝑚−1
𝜎𝑚

𝑖

]

𝜎𝑚
𝜎𝑚−1

(9𝑏) 

ただし，𝐶𝑚：企業𝑚の生産費用，𝑦𝑚
𝑖 , 𝑝𝑚

𝑖 ：企業𝑚のゾー

ン𝑖での生産量とその価格，𝛼𝑚
𝑖 , 𝛽𝑚

𝑖 ：分配パラメータ

（∑ 𝛼𝑚
𝑖

𝑚 = 1,   ∑ 𝛽𝑚
𝑖

𝑚 = 1），𝛾𝑚：効率パラメータ，𝜎𝑚：

代替弾力性パラメータ． 

これを解くと，企業𝑚のゾーン𝑖での生産量𝑦𝑚
𝑖 が以下

の通り求められる． 

𝑦𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑚(𝛽𝑚
𝑖 )1−𝜎𝑚

(
𝛼𝑚

𝑖

𝑝𝑚
𝑖
)𝛹𝜎𝑚𝛹𝑚

𝜎𝑚
1−𝜎𝑚 ⋅ 𝑦𝑚 (9c) 

ただし，𝛹𝑚 = ∑ (𝛼𝑚
𝑖 )𝜎𝑚 (

𝑝𝑚
𝑖

𝛽𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑚

𝑖 ． 

式(9c)を式(9a)に代入すると生産費用𝐶𝑚が得られる．

なお，式(9b)の生産関数は規模に関して収穫一定である

ことから，ゼロ利潤条件が成立する．そこで，利潤関数

に生産費用𝐶𝑚を代入し，ゼロ利潤条件を考慮すると，𝑚

財価格が以下のように導出される． 

𝑝𝑚 =
1

𝛾𝑚

𝛹𝑚
 

1
1−𝜎𝑚 (9𝑑) 

ここで，式(9d)の財価格にはゾーンを表す添字𝑖が含ま

れていないことから，CGEUEモデルの農林水産業，製造

系企業の財価格は，都市圏全体で唯一に決まるものとな

る．つまり，製造業系企業を詳細に分析するため，製造

業系の企業数を増加させたとしても，財の均衡価格を解

くべき市場の数はその企業数しか増加しないことが分か

る． 

一方，サービス系企業は各ゾーンにて，そこに来た人

にサービスを供給するものとする．すなわち，ここでの

サービスは消費者が旅客運輸サービスを投入して，サー

ビスの供給されるゾーンまで行き，消費するものとして

いる．そして，サービス系企業はそこに来た消費者の需

要量に応じた供給を行うものとすれば，サービス系企業

のゾーン𝑖での生産量も決定する． 

以下に具体的な定式化を示す．まず，合成財・サービ

ス(1)𝑧(1)𝑚
𝑖

と合成エネ財𝑧𝑂𝑚
𝑖 の投入量の決定モデルにつ

いて，最適化問題と，それを解いて得られる需要関数，

さらに需要関数を目的関数に代入して求められるゾーン

𝑖での𝑚財価格を示す． 

・ 最適化問題 

𝑝𝑚
𝑖 𝑦𝑚

𝑖 = min
𝑧(1)𝑚
𝑖 ,   𝑧𝑂𝑚

𝑖
[𝑞(1)𝑚

𝑖 𝑧(1)𝑚
𝑖 + 𝑞𝑂𝑚

𝑖 𝑧𝑂𝑚
𝑖 ] (10a) 

s.t.   𝑦𝑚
𝑖 = 𝛾𝑚

𝑖

[
 
 
 
 
 
𝛼(1)𝑚

𝑖 {𝛽(1)𝑚
𝑖 𝑧(1)𝑚

𝑖 }

𝜎𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑚
𝑖

+(1 − 𝛼𝑂𝑚
𝑖 )

∙ {(1 − 𝛽𝑂𝑚
𝑖 )𝑧𝑂𝑚

𝑖 }

𝜎𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑚
𝑖

]
 
 
 
 
 

𝜎𝑚
𝑖

𝜎𝑚
𝑖 −1

(10𝑏) 

・ 需要関数 

𝑧(1)𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑚
𝑖 (𝛽(1)𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑚

𝑖 (
𝛼(1)𝑚

𝑖

𝑞(1)𝑚
𝑖

)

𝜎𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑚
𝑖

𝜎𝑚
𝑖

1−𝜎𝑚 ⋅ 𝑦𝑚
𝑖 (10c)

 

𝑧𝑂𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑚
𝑖 (1 − 𝛽(1)𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑚

𝑖 (
1 − 𝛼(1)𝑚

𝑖

𝑞𝑂𝑚
𝑖

)

𝜎𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑚
𝑖

𝜎𝑚
𝑖

1−𝜎𝑚 ⋅ 𝑦𝑚
𝑖 (10𝑑)

 

ただし，𝛹𝑚
𝑖 = (𝛼(1)𝑚

𝑖 )
𝜎𝑚

𝑖

(
𝑞(1)𝑚

𝑖

𝛽(1)𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑚
𝑖

 

+(1 − 𝛼(1)𝑚
𝑖 )

𝜎𝑚
𝑖

(
𝑞𝑂𝑚

𝑖

1−𝛽(1)𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑚
𝑖

． 

・ 価格式 

𝑝𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑚
𝑖

𝛹𝑚
𝑖

 
1

1−𝜎𝑚
𝑖

(10e) 

ただし，𝑧(1)𝑚
𝑖 , 𝑞(1)𝑚

𝑖 ：合成財・サービス(1)の投入量とそ

の価格，𝑧𝑂𝑚
𝑖 , 𝑞𝑂𝑚

𝑖 ：合成エネ財投入量とその価格，

𝛼(1)𝑚
𝑖 , 𝛽(1)𝑚

𝑖 ：分配パラメータ，𝛾𝑚
𝑖：効率パラメータ，𝜎𝑚

𝑖：

代替弾力性パラメータ． 

次に，式(10c)の合成財・サービス(1) 𝑧(1)𝑚
𝑖

からは，合成

財・サービス(2) 𝑧(2)𝑚
𝑖

，不動産サービス𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑖 ，合成生産

要素𝑐𝑓𝑚
𝑖の投入量が決定される．その際，間接税が導入さ

れ，政策として税を導入する場合，この純間接税率が変

更される．なお，補助金支給の場合はマイナスの間接税

として導入する．𝑧(2)𝑚
𝑖

，𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑖 ，𝑐𝑓𝑚

𝑖の決定にかかわる最

適化問題，需要関数，価格式は以下のとおりである． 

・ 最適化問題 

𝑞(1)𝑚
𝑖 𝑧(1)𝑚

𝑖 = min
𝑧(2)𝑚
𝑖 ,   𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑖 ,   𝑐𝑓𝑚
𝑖  

[

𝑞(2)𝑚
𝑖 𝑧(2)𝑚

𝑖

+𝑝𝑅𝐸
𝑖 𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑖

+(1 + 𝜏𝑚)𝑝𝑓𝑚
𝑖 𝑐𝑓𝑚

𝑖

] (11a) 
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s.t.   𝑧(1)𝑚
𝑖 = 𝛾𝑍𝑚

𝑖

[
 
 
 
 
 
 
𝛼(2)𝑚

𝑖 {𝛽(2)𝑚
𝑖 𝑧(2)𝑚

𝑖 }

𝜎𝑍𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑍𝑚
𝑖

+𝛼𝑅𝐸𝑚
𝑖 {𝛽𝑅𝐸𝑚

𝑖 𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑖 }

𝜎𝑍𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑍𝑚
𝑖

+𝛼𝑐𝑓𝑚
𝑖 {𝛽𝑐𝑓𝑚

𝑖 𝑐𝑓𝑚
𝑖 }

𝜎𝑍𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑍𝑚
𝑖

]
 
 
 
 
 
 

𝜎𝑍𝑚
𝑖

𝜎𝑍𝑚
𝑖 −1

(11𝑏)

 

・ 需要関数 

𝑧(2)𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑍𝑚
𝑖 (𝛽(2)𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑍𝑚

𝑖
(
𝛼(2)𝑚

𝑖

𝑞(2)𝑚
𝑖

)

𝜎𝑍𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑍𝑚
𝑖

𝜎𝑍𝑚
𝑖

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

𝑧(1)𝑚
𝑖 (11c)

 

𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑍𝑚
𝑖 (𝛽𝑅𝐸𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑍𝑚

𝑖
(
𝛼𝑅𝐸𝑚

𝑖

𝑝𝑅𝐸
𝑖

)

𝜎𝑍𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑍𝑚
𝑖

𝜎𝑍𝑚
𝑖

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

𝑧(1)𝑚
𝑖 (11d)

 

𝑐𝑓𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑍𝑚
𝑖 (𝛽𝑐𝑓𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑍𝑚

𝑖
(

𝛼𝑐𝑓𝑚
𝑖

{1 + 𝜏𝑚
𝑖 }𝑝𝑓𝑚

𝑖
)

𝜎𝑍𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑍𝑚
𝑖

𝜎𝑍𝑚
𝑖

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

𝑧(1)𝑚
𝑖 (11e)

 

ただし，𝛹𝑍𝑚
𝑖 = (𝛼(2)𝑚

𝑖 )
𝜎𝑍𝑚

𝑖

(
𝑞𝑚

𝑖

𝛽(2)𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

 

+(𝛼𝑅𝐸𝑚
𝑖 )

𝜎𝑍𝑚
𝑖

(
𝑝𝑅𝐸

𝑖

𝛽𝑅𝐸𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

+

(𝛼𝑐𝑓𝑚
𝑖 )

𝜎𝑍𝑚
𝑖

(
{1+𝜏𝑚

𝑖 }𝑝𝑓𝑚
𝑖

𝛽𝑐𝑓𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

． 

・ 価格式 

𝑞(1)𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑍𝑚
𝑖

𝛹𝑍𝑚
𝑖

1

1−𝜎𝑍𝑚
𝑖

(11𝑓) 

ただし，𝑧(2)𝑚
𝑖 , 𝑞(2)𝑚

𝑖 ：合成財・サービス(2)の投入量とそ

の価格，𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑖 , 𝑝𝑅𝐸

𝑖 ：不動産サービス投入量とその価格，

𝑐𝑓𝑚
𝑖 , 𝑝𝑓𝑚

𝑖：合成生産要素投入量とその価格，𝜏𝑚：純間接

税率，𝛼(2)𝑚
𝑖 , 𝛼𝑅𝐸𝑚

𝑖 , 𝛼𝑐𝑓𝑚
𝑖 , 𝛽(2)𝑚

𝑖 , 𝛽𝑅𝐸𝑚
𝑖 , 𝛽𝑐𝑓𝑚

𝑖 ：分配パラメ

ータ，𝛾𝑍𝑚
𝑖 ：効率パラメータ，𝜎𝑍𝑚

𝑖 ：代替弾力性パラメー

タ． 

一方，合成エネ財からは，石油製品𝑥𝑂𝑚
𝑖 と電力製品𝑥𝐷𝑚

𝑖

の投入量が決定される．𝑥𝑂𝑚
𝑖 ，𝑥𝐷𝑚

𝑖 の決定にかかわる最適

化問題，需要関数，価格式は以下の通りである． 

・ 最適化問題 

𝑞𝑂𝑚
𝑖 𝑧𝑂𝑚

𝑖 = min
𝑥𝑂𝑚

𝑖 ,   𝑥𝐷𝑚
𝑖  

[𝑝𝑂𝑥𝑂𝑚
𝑖 + 𝑝𝐷𝑥𝐷𝑚

𝑖 ] (12a) 

s.t.   𝑧𝑂𝑚
𝑖 = 𝛾𝑂𝑚

𝑖

[
 
 
 
 
 

𝛼𝑂𝑚
𝑖 {𝛽𝑂𝑚

𝑖 𝑥𝑂𝑚
𝑖 }

𝜎𝑂𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑂𝑚
𝑖

+(1 − 𝛼𝑂𝑚
𝑖 )

∙ {(1 − 𝛽𝑂𝑚
𝑖 )𝑥𝐷𝑚

𝑖 }

𝜎𝑂𝑚
𝑖 −1

𝜎𝑂𝑚
𝑖

]
 
 
 
 
 

𝜎𝑂𝑚
𝑖

𝜎𝑂𝑚
𝑖 −1

(12𝑏) 

・ 需要関数 

𝑥𝑂𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑂𝑚
𝑖 (𝛽𝑂𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑂𝑚

𝑖 (
𝛼𝑂𝑚

𝑖

𝑝𝑂

)

𝜎𝑂𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑂𝑚
𝑖

𝜎𝑂𝑚
𝑖

1−𝜎𝑂𝑚 ⋅ 𝑧𝑂𝑚
𝑖 (12c)

 

𝑥𝐷𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑂𝑚
𝑖 (1 − 𝛽𝑂𝑚

𝑖 )
1−𝜎𝑂𝑚

𝑖 (
1 − 𝛼𝑂𝑚

𝑖

𝑝𝐷

)

𝜎𝑂𝑚
𝑖

∙ 𝛹𝑂𝑚
𝑖

𝜎𝑂𝑚
𝑖

1−𝜎𝑂𝑚 ⋅ 𝑧𝑂𝑚
𝑖 (12d)

 

ただし，𝛹𝑂𝑚
𝑖 = (𝛼𝑂𝑚

𝑖 )
𝜎𝑂𝑚

𝑖

(
𝑝𝑂

𝛽𝑂𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑂𝑚
𝑖

 

+(1 − 𝛼𝑂𝑚
𝑖 )

𝜎𝑂𝑚
𝑖

(
𝑝𝐷

1−𝛽𝑂𝑚
𝑖 )

1−𝜎𝑂𝑚
𝑖

． 

・ 価格式 

𝑞𝑂𝑚
𝑖 =

1

𝛾𝑂𝑚
𝑖

𝛹𝑂𝑚
𝑖

1

1−𝜎𝑂𝑚
𝑖

(12𝑒) 

ただし，𝑥𝑂𝑚
𝑖 , 𝑝𝑂：石油製品投入量と石油製品価格，

𝑥𝐷𝑚
𝑖 , 𝑝𝐷：電力製品投入量と電力製品価格，𝛼𝑂𝑚

𝑖 , 𝛽𝑂𝑚
𝑖 ：分

配パラメータ，𝛾𝑂𝑚
𝑖 ：効率パラメータ，𝜎𝑂𝑚

𝑖 ：代替弾力性

パラメータ． 

最後に，旅客運輸サービスの交通機関選択𝑥𝑃𝑛𝑚
𝑖𝑘 の決定

モデルを示す．これにより，鉄道やバスなど公共交通整

備がなされたときの，自動車交通から公共交通への転換

の影響が考慮できる．𝑥𝑃𝑛𝑚
𝑖𝑘 の決定にかかわる最適化問題，

需要関数，価格式は以下のとおりである． 

・ 最適化問題 

𝑞𝑃𝑚
𝑖𝑘 𝑧𝑃𝑚

𝑖𝑘 = min
𝑥𝑃𝑠𝑚

𝑖𝑘  
∑(𝑝𝑃𝑠

𝑘 + 𝑤𝜉𝑖𝑘𝑡𝑖𝑘)𝑥𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘

𝑃𝑠

(13a) 

s.t.   𝑧𝑃𝑚
𝑖𝑘 =

𝛾𝑃𝑚
𝑖𝑘 [∑ 𝛼𝑃𝑠𝑚

𝑖𝑘 {𝛽𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘 𝑥𝑃𝑠𝑚

𝑖𝑘 }

𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘 −1

𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

𝑃𝑠

]

𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘 −1

(13𝑏)
 

・ 需要関数 

𝑥𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘 =

1

𝛾𝑃𝑚
𝑖𝑘 (𝛽𝑃𝑠𝑚

𝑖𝑘 )
1−𝜎𝑃𝑚

𝑖𝑘
(

𝛼𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘

𝑝𝑃𝑠

𝑘 + 𝑤𝜉𝑖𝑘𝑡𝑖𝑘
)

𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

∙ 𝛹𝑃𝑚
𝑖𝑘

𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

1−𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

⋅ 𝑧𝑃𝑚
𝑖𝑘 (13𝑐)
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ただし，𝛹𝑃𝑚
𝑖𝑘 = ∑ (𝛼𝑃𝑠𝑚

𝑖𝑘 )
𝜎𝑃𝑚

𝑖𝑘

(
𝑝𝑃𝑠

𝑘 +𝑤𝜉𝑖𝑘𝑡𝑖𝑘

𝛽𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘 )

1−𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

𝑃𝑠
． 

・ 価格式 

𝑞𝑃𝑚
𝑖𝑘 =

1

𝛾𝑃𝑚
𝑖𝑘

𝛹𝑃𝑚
𝑖𝑘

1

1−𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘

(13𝑑) 

ただし，𝑥𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘 ：ゾーン𝑖から𝑘への交通機関𝑃𝑠による旅客

運輸サービス投入量，𝑝𝑃𝑠
𝑘：交通機関𝑃𝑠による旅客運輸サ

ービス投入量，𝑝𝑃𝑠
𝑘 ：交通機関𝑃𝑠の旅客運輸価格，𝑤：賃

金率（時間価値を表す），𝑡𝑖𝑘：ゾーン𝑖 − 𝑘間の交通所要

時間，𝜉𝑖𝑘：基準年運輸消費額の交通トリップへの換算係

数，𝛼𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘 , 𝛽𝑃𝑠𝑚

𝑖𝑘 ：分配パラメータ（∑ 𝛼𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘

𝑃𝑠
= 1，

∑ 𝛽𝑃𝑠𝑚
𝑖𝑘

𝑃𝑠
= 1），𝛾𝑃𝑚

𝑖𝑘 ：効率パラメータ，𝜎𝑃𝑚
𝑖𝑘 ：代替弾力

性パラメータ． 

c) 家計の行動モデル 

家計の行動モデルは，居住地選択モデルと消費行動モ

デルからなる．このうち，居住地選択に関わる行動をツ

リーで表したものが図-4.4である．CGEUEモデルにおけ

る家計の居住地選択行動も，企業の生産地選択モデルの

ような形で集計型モデルにより定式化する．すなわち，

例えばゾーン𝑖に勤務する代表的労働者家計が，得た所得

をどのゾーンでの消費に充てるかを決定することが居住

地選択であるとしている． 

まず，(4) b)の企業の行動モデルからゾーン𝑖の労働投

入量が求められる．さらに，一人一人の労働者の所得は

同じとすれば，その労働投入量で按分することによりゾ

ーン𝑖で勤務する家計の総所得𝛺𝐻
𝑖 が求められる．この総

所得からは効用水準𝑣𝐻
𝑖 が得られ，ゾーン𝑖で勤務する家

計はこの効用水準𝑣𝐻
𝑖 をどのゾーン𝑗に配分するかを決定

する．これが効用水準𝑣𝐻
𝑖𝑗
であり，この効用水準の配分が

集計型の居住地選択モデルを表すものといえる．そして，

ゾーン𝑖に勤務し，ゾーン𝑗に移住することを決めた家計

が𝑣𝐻
𝑖𝑗
に対し合成消費と通勤に関わる旅客運輸消費の各

消費量を決定するとした． 

図-4.4の第一段階である居住地選択に関わる最適化問

題，需要関数，支出水準は以下のとおりである． 

・ 最適化問題 

𝑒𝐻
𝑖 = min

𝑣𝐻
𝑖𝑗

∑ 𝑝𝑉
𝑖𝑗
𝑣𝐻

𝑖𝑗

𝑗

(14a) 

s.t.   𝑢𝐻
𝑖 (= 𝑣𝐻

𝑖 )

= 𝛾𝐿𝐻
𝑖 [∑𝛼𝐿𝐻

𝑖𝑗
{𝛽𝐿𝐻

𝑖𝑗
𝑣𝐻

𝑖𝑗
}

𝜎𝐿𝐻
𝑖 −1

𝜎𝐿𝐻
𝑖

𝑗

]

𝜎𝐿𝐻
𝑖

𝜎𝐿𝐻
𝑖 −1

(14𝑏)
 

・ 需要関数 

𝑣𝐻
𝑖𝑗

=
1

𝛾𝐿𝐻
𝑖 (𝛽𝐿𝐻

𝑖𝑗
)
1−𝜎𝐿𝐻

𝑖
(
𝛼𝐿𝐻

𝑖𝑗

𝑝𝑉
𝑖𝑗

)

𝜎𝐿𝐻
𝑖

∙ 𝛹𝐿𝐻
𝑖

𝜎𝐿𝐻
𝑖

1−𝜎𝐿𝐻
𝑖

⋅ 𝑣𝐻
𝑖 (14𝑐)

 

ただし，𝛹𝐿𝐻
𝑖 = ∑ (𝛼𝐿𝐻

𝑖𝑗
)
𝜎𝐿𝐻

𝑖

(
𝑝𝑉

𝑖𝑗

𝛽𝐿𝐻
𝑖𝑗 )

1−𝜎𝐿𝐻
𝑖

𝑗 ． 

・ 支出水準 

𝑒𝐻
𝑖 =

1

𝛾𝐿𝐻
𝑖

𝛹𝐿𝐻
𝑖

1

1−𝜎𝐿𝐻
𝑖

⋅ 𝑣𝐻
𝑖 ≡ 𝑝𝑉

𝑖 ⋅ 𝑣𝐻
𝑖 (14𝑑) 

ただし，𝑣𝐻
𝑖𝑗
：ゾーン𝑗に居住しゾーン𝑖にて勤務する家計

の効用水準，𝑝𝑉
𝑖𝑗
：合成効用の価格，𝛼𝐿𝐻

𝑖𝑗
, 𝛽𝐿𝐻

𝑖𝑗
：分配パラ

メータ（∑ 𝛼𝐿𝐻
𝑖𝑗

𝑗 = 1，∑ 𝛽𝐿𝐻
𝑖𝑗

𝑗 = 1），𝛾𝐿𝐻
𝑖 ：効率パラメー

タ，𝜎𝑉
𝑖：代替弾力性パラメータ． 

式(14d)で求められた支出水準は，価格が与えられたも

とでの効用水準を実現するために必要な所得を意味する．

すなわち，逆にその支出水準𝑒𝐻
𝑖 に所得を代入すると，効

用水準𝑣𝐻
𝑖 が得られる．また，ゾーン𝑖で勤務する家計の総

所得𝛺𝐻
𝑖 は，都市圏全体の総所得を各ゾーンの全産業労働

投入量（∑ 𝑙𝑚
𝑖

𝑚 ）によって按分することにより以下のよ

うに求められる． 

𝛺𝐻
𝑖 = [{𝑤𝑇 + 𝑟𝐾 + ∑ 𝑟𝑅𝐸

𝑖 𝐾𝑅𝐸
𝑖

𝑖

} (1 − 𝜏𝐻) − 𝑆𝐻]

∙
∑ 𝑙𝑚

𝑖
𝑚

∑ ∑ 𝑙𝑚
𝑗

𝑚𝑗

(15) 

ただし，𝑇, 𝑤：都市圏全体の総利用可能時間と賃金率，

𝐾, 𝑟：都市圏全体の資本ストック量と利子率，𝐾𝑅𝐸
𝑖 , 𝑟𝑅𝐸

𝑖 ：

ゾーン𝑖の不動産資本ストックと不動産資本利子率，𝜏𝐻：

所得税率，𝑆𝐻：都市圏全体の総貯蓄額． 

式(15)を式(14d)に代入すると，効用水準𝑣𝐻
𝑖 が得られる．

それを式(14c)に代入することにより効用水準𝑣𝐻
𝑖𝑗
が求め

られる． 

次に家計は，図-4.4の第二段階である効用水準𝑣𝐻
𝑖𝑗
に対

する合成消費と通勤に関わる旅客運輸消費の決定を行う．

その最適化問題，需要関数，価格式は以下のとおりであ

る． 

合成消費 旅客運輸
（通勤交通）

ゾーンi勤務者

総所得

ゾーンiの
効用水準

i

H

i

Hv

居住地
選択モデル

ゾーンiに勤務ゾーンjに居住する
家計の効用水準 ij

Hv

ij

VHz

C

ij

P Hz

図-4.4 家計の立地（居住地）選択行動モデル 
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・ 最適化問題 

𝑝𝑉
𝑖𝑗
𝑣𝐻

𝑖𝑗
= min

𝑍𝐻
𝑖𝑗

,   𝑥𝑃𝐶𝐻
𝑖𝑗

[𝑞𝑉𝐻
𝑗

𝑧𝑉𝐻
𝑖𝑗

+ 𝑞𝑃
𝑖𝑗
𝑧𝑃𝐶𝐻

𝑖𝑗
] (16a) 

s.t.   𝑣𝐻
𝑖𝑗

=

𝛾𝐶𝐻
𝑖𝑗

[
 
 
 
 
(1 − 𝛼𝐶𝐻

𝑖𝑗
){(1 − 𝛽𝐶𝐻

𝑖𝑗
)𝑧𝑉𝐻

𝑖𝑗
}

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

−1

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

+𝛼𝐶𝐻
𝑖𝑗

{𝛽𝐶𝐻
𝑖𝑗

𝑧𝑃𝐶𝐻
𝑖𝑗

}

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

−1

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

]
 
 
 
 

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

−1

(16𝑏)

 

・ 需要関数 

𝑧𝑉𝐻
𝑖𝑗

=
1

𝛾𝐶𝐻
𝑖𝑗

(1 − 𝛽𝐶𝐻
𝑖𝑗

)
1−𝜎𝐶𝐻

𝑖𝑗 (
1 − 𝛼𝐶𝐻

𝑖𝑗

𝑞𝑉𝐻
𝑗

)

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

∙ 𝛹𝐶𝐻
𝑖𝑗

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

1−𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

⋅ 𝑣𝐻
𝑖𝑗 (16c)

 

𝑧𝑃𝐶𝐻
𝑖𝑗

=
1

𝛾𝐶𝐻
𝑖𝑗

(𝛽𝐶𝐻
𝑖𝑗

)
1−𝜎𝐶𝐻

𝑖𝑗 (
𝛼𝐶𝐻

𝑖𝑗

𝑞𝑃
𝑖𝑗

)

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

∙ 𝛹𝐶𝐻
𝑖𝑗

𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

1−𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

⋅ 𝑣𝐻
𝑖𝑗 (16d)

 

ただし，𝛹𝐶𝐻
𝑖𝑗

= (1 − 𝛼𝐶𝐻
𝑖𝑗

)
𝜎𝐶𝐻

𝑖𝑗

(
𝑞𝑉𝐻

𝑗

1−𝛽𝐶𝐻
𝑖𝑗 )

1−𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

 

+(𝛼𝐶𝐻
𝑖𝑗

)
𝜎𝐶𝐻

𝑖𝑗

(
𝑞𝑃

𝑖𝑗

𝛽𝐶𝐻
𝑖𝑗 )

1−𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

． 

・ 価格式 

𝑝𝑉
𝑖𝑗

=
1

𝛾𝐶𝐻
𝑖𝑗

𝛹𝐶𝐻
𝑖𝑗

1

1−𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗

(16𝑒) 

ただし，𝑧𝑉𝐻
𝑖𝑗

, 𝑞𝑉𝐻
𝑗
：ゾーン𝑗での合成消費とその価格，

𝑧𝑃𝐶𝐻
𝑖𝑗

, 𝑞𝑃
𝑖𝑗
：通勤に関わる合成旅客運輸消費量と合成旅客

運輸価格，𝛼𝐶𝐻
𝑖𝑗

, 𝛽𝐶𝐻
𝑖𝑗
：分配パラメータ，𝛾𝐶𝐻

𝑖𝑗
：効率パラメ

ータ，𝜎𝐶𝐻
𝑖𝑗
：代替弾力性パラメータ． 

続いて，家計の消費行動モデルを定式化する．これは

式(16c)で求められた合成消費𝑧𝑉𝐻
𝑖𝑗
に対し，個別の財やサ

ービス，余暇の消費行動モデルを定式化することである．

ここで，式(16c)内の合成消費の価格𝑞𝑉𝐻
𝑗
には勤務地を表

す添字𝑖を含んでいないことから，𝑞𝑉𝐻
𝑗
はゾーン𝑖に依存し

ないことが分かる．したがって，これ以降は勤務地に関

係なくゾーン𝑗を居住地として選択した家計の合成消費

の合計（∑ 𝑧𝑉𝐻
𝑖𝑗

𝑖 ）に対して消費行動モデルの定式化を行

う． 

ただし，家計の消費行動モデルは図-4.3の企業の生産

行動モデルの破線部分と，合成生産要素の投入モデルが

余暇消費に置き換わることを除けば全く同じである． 

d) その他の経済主体の行動モデルと市場均衡条件 

次に，運輸企業の行動モデル，不動産業の行動モデル

であるが，これらの定式化は企業の生産行動モデルとほ

とんど同じであるため省略する． 

最後に，政府，公的投資部門，民間投資部門の行動に

ついて説明する．まず政府は，家計の所得税支払いと企

業の純間接税支払いからなる税収を得て，その一部を公

的投資に回し，残りを政府消費に充てて公共サービスを

提供する．政府の消費部門が決定する𝑛財消費量は，政府

消費に充てられる税収に対して一定比率で支出されるも

のとする．公的投資部門は，公的投資に回された財源を

公的投資需要に充てることにより，公共事業を行う．公

的投資部門の𝑛財消費量も公的投資の財源に対して一定

比率で支出されるものとする．民間投資部門は，家計貯

蓄と移輸出入の差から求められる域外貯蓄を財源として，

民間投資需要に充てることにより民間投資を行う．民間

投資部門の𝑛財投資需要量も，投資額に対して一定比率

で支出されるものとする． 

最後に，CGEUEモデルの市場均衡条件式を示す． 

・ 𝑛財市場（農林水産業，製造業系企業） 

𝑦𝑛 = ∑ (∑𝑥𝑛𝑚
𝑖

𝑚

+ 𝑥𝑛𝐻
𝑖 )

𝑖

+𝑥𝑛𝐺𝐶 + 𝑥𝑛𝐺𝐼 + 𝑥𝑛𝐼 (17𝑎)

 

・ 𝑛財市場（サービス財） 

𝑦𝑛
𝑖 = ∑ 𝑥𝑛𝑚

𝑖

𝑚

+ 𝑥𝑛𝐻
𝑖 + 𝑥𝑛𝐺𝐶

𝑖 + 𝑥𝑛𝐺𝐼
𝑖 + 𝑥𝑛𝐼

𝑖 (17𝑏) 

・ 運輸𝑇市場 

𝑦𝑇
𝑘𝑖 = ∑ 𝑥𝑇𝑚

𝑘𝑖

𝑚

+ 𝑥𝑇𝐻
𝑘𝑖 + 𝑥𝑇𝐺𝐶

𝑘𝑖 + 𝑥𝑇𝐺𝐼
𝑘𝑖 + 𝑥𝑇𝐼

𝑘𝑖 (17𝑐) 

・ 労働市場 

𝑇 − ∑ 𝑙𝐻
𝑖

𝑖

= ∑ (∑𝑙𝑚
𝑖

𝑚

+ 𝑙𝑇
𝑖 )

𝑖

(17𝑑) 

・ 資本市場 

𝐾 = ∑(∑𝑘𝑚
𝑖

𝑚

+ ∑𝑘𝑇
𝑖

𝑇

)

𝑖

(17e) 

（𝑚：𝑅𝐸を除く） 

・ 不動産資本市場 

𝐾𝑅𝐸
𝑖 = 𝑘𝑅𝐸

𝑖 (17𝑓) 

この市場均衡条件より，財・サービスおよび生産要素

の均衡価格が得られる．さらに，これを以下の等価的偏

差EVの式に代入することにより，課税水準政策の影響が

定量評価できる． 

𝑉(𝒑𝑊𝑂 , 𝑞𝑀
𝑊𝑂, 𝛺𝑊𝑂 + 𝐸𝑉) = 𝑉(𝒑𝑊, 𝑞𝑀

𝑊 , 𝛺𝑊) (18) 

ただし，添字𝑊𝑂,𝑊：政策あり，政策なしを表す，𝒑：

価格ベクトル，𝑞𝑀：公共交通の一般化価格（= 𝑝𝑀 + 𝑤𝑡𝑀），

𝑝𝑀：公共交通価格，𝑤：賃金率（時間価値を表す），𝑡𝑀：

公共交通の所要時間，𝛺：家計所得． 
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(5) CGEUEモデルによる経済損失評価 

a) データセット作成とパラメータ推定 

CGEUEモデルで計測するにあたり，はじめに甲府都市

圏の産業連関表をもとにデータセットを作成する．地域

内産業連関表の作成は以下の手順で行う． 

① 2011 年の山梨県産業連関表 15)をもとに，山梨県と

甲府都市圏の産業別従業人口数を用いて按分計算

により，甲府都市圏の産業別付加価値額と産業別生

産額を求める． 

② 最終需要額のうち民間消費額を家計人口数により，

政府消費額と公的投資額は公務人口数，民間投資額

と移輸出入額は総従業人口数により按分して，甲府

都市圏のデータを推計する． 

③ 山梨県産業連関表の中間投入係数を用いて甲府都

市圏の中間投入額を求め，RAS法により調整計算を

行う． 

続いて，作成した産業連関表を社会会計行列（SAM）

に変換する．このSAMがCGEUEモデルを計算する際の

データセットとなる．表-4.1は，以上の手順で作成した甲

府都市圏のSAMを示したものである． 

続いて，キャリブレーション手法を用いてパラメータ

を推定する．キャリブレーション手法を適用するにあた

り，代替弾力性を外生的に設定する必要があるが，本研

究ではコブ・ダグラス型関数に近くなるよう，0.9とした． 

1 2

0 甲府都市圏 農林業 製造業

1 農林業 2,472 15,723
2 製造業 6,743 536,053
3 0 0 0
4 0 0 0
5 0 0 0
6 0 0 0
7 0 0 0
8 0 0 0
9 0 0 0
10 0 0 0
11 0 0 0
12 商業 3,393 124,349
13 飲食店 0 567
14 公共サービス 32 82,105
15 その他サービス 1,275 134,370
16 0 0 0
17 0 0 0
18 石油製品 982 10,853
19 電気 308 17,553
20 水道 18 1,218
21 不動産 131 6,642
22 鉄道 3 1,346
23 道路旅客 1 1,761
24 自家旅客 331 10,425
25 道路貨物 703 22,760
26 自家貨物 2,438 8,568
27 家計
28 政府
29 公的投資
30 民間投資
31 労働 4,478 373,706
32 資本 17,435 135,851
33 純間接税 1,302 33,562
34 国内生産額 42,045 1,517,414

12 13 14 15

商業 飲食店
公共サービ

ス
その他サー

ビス

21 2,162 524 1,020
8,709 21,180 55,581 52,430
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

7,434 14,520 24,702 23,213
0 658 3,325 646

1,225 51 11,316 14,267
46,273 9,343 88,361 153,508

0 0 0 0
0 0 0 0

937 636 4,417 4,187
5,972 1,315 6,273 7,510
795 755 2,698 1,934

14,730 1,711 9,502 20,479
635 69 965 993
668 36 1,302 1,428
9,202 189 5,215 6,991
873 1,582 3,446 7,266
6,835 10 1,742 2,746

140,037 29,703 324,955 212,599
69,274 8,731 111,945 184,864
11,812 2,578 2,752 15,409
325,434 95,231 659,021 711,492

18 19 20 21 22 23

石油製品 電気 水道 不動産 鉄道 道路旅客

0 0 0 1 0 0
-0 2,572 1,380 6,416 404 48
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
-0 340 462 488 24 169
0 0 0 0 0 0
-0 669 9 2 65 19
-23 12,913 5,054 39,614 935 1,139
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
-2 2,711 389 173 31 975
-0 11,490 712 967 180 28
-0 28 804 66 23 15
-0 874 39 6,451 19 81
-0 8 8 6 1 2
-0 17 6 9 1 15
0 215 100 581 13 30
-0 112 120 65 5 32
0 135 60 19 7 10

-0 9,805 2,327 11,362 1,321 6,758
-0 4,306 5,344 235,555 2,278 682
-7 6,058 -179 16,778 197 -0
-34 52,254 16,635 318,551 5,504 10,002

24 25 26 33 34 35 36

自家旅客 道路貨物 自家貨物 家計 政府 公的投資 民間投資

0 0 0 12,267 0 0 2,615
431 527 600 146,773 1,282 178,192 331,888
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

9,422 1,021 2,050 161,771 34 6,839 39,631
0 0 0 89,664 0 0 0
6 119 22 77,494 508,773 0 0

36,188 7,714 10,282 170,341 3,318 10,721 44,225
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

27,706 5,501 9,227 1,741 0 0 234
53 303 40 16,989 0 0 0
809 54 212 10,428 -2,980 0 0
1,938 1,073 72 270,594 138 0 0
7 50 3 9,724 0 0 5
0 45 0 3,633 0 0 0
0 74 0 43,410 0 0 0

214 192 113 1,388 12 370 3,367
0 49 0 0 0 0 0

64,123
196,122

854,406
0 34,217 0 2,398,155
0 7,214 0
0 4,897 0

76,775 63,051 22,620 4,332,902 706,699 196,122 421,966

40 41 42 43 44

移出 輸出 移入 輸入 県内生産額

28,486 90 -18,635 -4,701 42,045
809,016 320,005 -795,334 -167,485 1,517,414

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

94,981 19,735 -204,366 -4,780 325,434
0 1,599 0 -1,229 95,231

7,588 814 -45,088 -465 659,021
193,792 24,290 -264,487 -17,653 711,492

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 -62,139 -8,592 -34
0 225 -17,661 -3 52,254
0 79 -318 -3 16,635
0 18 -15,936 -6 318,551
43 336 -8,617 -84 5,504

3,804 170 -2,667 -228 10,002
0 0 0 0 76,775

18,492 4,842 -2,875 -29 63,051
0 0 0 0 22,620

4,332,902
547,417 706,699

196,122
-432,441 421,966

3,549,423
783,479
95,159

1,271,178 372,204 -1,438,123 -205,259 14,001,743

0 甲府都市圏

1 農林業
2 製造業
3 0
4 0
5 0
6 0
7 0
8 0
9 0
10 0
11 0
12 商業
13 飲食店
14 公共サービス
15 その他サービス
16 0
17 0
18 石油製品
19 電気
20 水道
21 不動産
22 鉄道
23 道路旅客
24 自家旅客
25 道路貨物
26 自家貨物
27 家計
28 政府
29 公的投資
30 民間投資
31 労働
32 資本
33 純間接税
34 国内生産額

表-4.1 甲府都市圏の地域間SAM 
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b) 課税水準の設定 

4.(2)の橋梁補修の必要予算を十分賄うために今後は

増税が必至であるが，増税の仕方によっては，4.(3)で示

した通り，経済損失が大きく発生する場合も考えられる．

本研究ではこの損失が小さくなるように増税を行うこと

で，社会経済への影響を最小限にとどめることを目標と

する．そこで，調達財源を燃料税以外の税も想定し，便

益の減少額がより低減されるケースを適正課税方法とす

る．本研究では従来の燃料税と消費税を課税水準操作の

対象とし，2種類の税金による便益計測を行う． 

増税ケースは表-4.2の2種類である．ケース1は，消費税

率は変化させず燃料税率のみ操作した場合であり，ケー

ス2は，消費税率を操作し，燃料税率を変化させない場合

である．なお，両ケースとも追加の必要予算は，4.(2)で

示した2018年度の不足費用が賄える額，すなわち22.1億

円とする．この条件のもとで各ケースの課税水準を設定

していくが，具体的には，課税政策なしの場合と比較し，

ケース1では燃料税収の増分が22.1億円，ケース2では総

税収の増分が22.1億円となるように各税率の増分を決定

する． 

c) 増税政策の評価 

そして，ケース1，ケース2の2種類における増税率，総

税収増加分，燃料税収増加分および便益の計測結果を表

-4.3に示した．なお，総税収は甲府都市圏内で徴収される

税収の合計である．また，便益は課税政策なし・ありに

おける効用水準の差であり，式(18)より求められる．ケー

ス1では課税政策なしの場合の5.68倍の税率とし，ケース

2では1.63倍の税率としている．ここで，消費税等の間接

税は，財・サービスの合成要素投入量に対する間接税額

の割合より導出していることから，税率は財・サービス

ごとに異なり，一律ではない． 

表-4.3より，燃料税を増税したケース1の方が便益の減

少額を低く抑えられることが分かる．つまり，増税した

際に生じる経済的な損失は，消費税よりも燃料税の方が

小さいことから，甲府都市圏においては燃料税率を上げ

た方が効率的であることが明らかとなった． 

以上では，2018年度の橋梁補修費用を十分に賄うこと

を前提として推計を行った．さらにそれ以前の年度にお

いても同様の推計を行った結果，表-4.4のようになった．

なお，実際は燃料税収額が年度ごとに異なるが，ここで

はすべて2018年度と同額（9.8億円）であると仮定する．  

表-4.4より，費用に対して税収が不足している年度に

おいては，2018年度と同様，ケース1の方が便益の減少幅

が小さいことから，燃料税増税の方が効率的であること

が分かる．一方で2008年度においては税収よりも投入さ

れた費用の方が小さいため，税率を下げることが可能で

ある．その結果，ケース1よりもケース2の方が便益の増

加が大きいと推計した．したがって本推計の場合，税収

の不足により増税を行う場合は燃料税率を，税収の余剰

により，仮に税率を下げることができる場合は消費税率

を操作するほうが効率的であることが明らかとなった． 

同様に，将来の便益計測においても，課税政策なしの

場合の燃料税収額，および3.(4)の推計費用を用いれば，

 

表-4.3 計測結果 

課税水準

［増税政策なし］

課税水準

［増税政策あり］

総税収

増加分

燃料税収

増加分
便益

ケース1

燃料税率

　5.68倍

消費税率

　変化させない

— 22.1億円 ー72億円

ケース2

燃料税率

　変化させない

消費税率

　1.63倍

22.1億円 — ー112億円

燃料税率

　変化させない

消費税率

　変化させない

ケース1 ケース2

2008年 －4.1億円 ＋14億円 ＋22億円

2009年 13.5億円 －45億円 －70億円

2010年 9.9億円 －33億円 －52億円

2011年 14.6億円 －48億円 －76億円

2012年 15.1億円 －50億円 －79億円

2013年 17.2億円 －56億円 －88億円

2014年 14.5億円 －48億円 －76億円

2015年 9.3億円 －31億円 －49億円

2016年 7.9億円 －26億円 －42億円

2017年 5.9億円 －20億円 －31億円

必要税収

便益

表-4.4 課税政策後の便益計測結果 

燃料税率 消費税率

課税政策なし

［従来の課税水準］
変化させない 変化させない

ケース1 操作 変化させない

ケース2 変化させない 操作

表-4.2 税率の設定 
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課税政策ありの場合の各ケースの便益の計測・比較が可

能である．しかし，将来の甲府都市圏の産業連関表を作

成することはできないため，現時点では便益の計測は困

難である．ただ本研究では，不足税収の大小にかかわら

ず，消費税増税よりも燃料税増税の方が便益の減少額が

小さくなることも明らかにした．図-4.5は，不足税収補填

の際に発生する便益を示しており，将来の橋梁補修にお

ける不足費用がいくらであっても燃料税増税の方が社会

経済にとって効率的であることが分かる． 

 

 

5. 結論 

 

(1) 本研究の成果 

日本では，高度経済成長期以降に整備された社会イン

フラが多く，現在では老朽化したインフラの割合は増加

傾向にある．そのため，インフラの新規整備よりも維持・

更新が中心の時代となり，効率的な維持管理がより一層

求められることになる．そこで本研究では，道路費用の

低減と安定した財源調達手法の確立を目的として，将来

にわたり持続的に維持管理が行えるような施策を提案し

た． 

2.では，甲府都市圏を対象に，道路構造物の維持管理

の現状と課題を分析した．山梨県においても全国と同様

に構造物の老朽化が目立ち，費用低減および補修時期の

平準化の観点から早期補修が必要不可欠であることを明

らかにした．さらに，この維持管理の現状を踏まえて既

存の劣化予測モデルのレビューを行い，今後の維持管理

計画に活用できるモデルを選択するとともに，そのモデ

ルの甲府都市圏への適用の妥当性についても検討した． 

3.では，2.のモデルをもとに各構造物の劣化予測を行

い，適切な修繕時期を推定した．さらに，修繕を行うべ

き構造物数を年度ごとに集計し，平均費用法により各年

度の平均修繕費用を算出することで，将来必要となる予

算を推計した．その結果，予防保全型管理での補修は事

後保全型管理の補修に比べて平均費用が大幅に低減し，

予防保全型管理が財政的な面からみて非常に効果的であ

ることが明らかとなった． 

最後に4.では，現在の燃料税等の税収入を推計し，補

修費用を十分に賄うための適切な課税水準について，燃

料税率操作，消費税率操作の2種類のケースを想定して評

価を行った．その結果，社会経済への影響を最小限に抑

えるため，増税した際に生じる経済損失（死荷重損失）

ができる限り小さくなるように課税水準を設定すること

が効率的な調達方法であるとした場合，燃料税を操作し

たほうが便益の減少額が小さくなることから，燃料税の

増税が適切であることを明らかにした． 

 

(2) 本研究の課題 

本研究の課題と問題点を述べる． 

まず，構造物の劣化予測について課題を4点挙げる．第

一に，本研究では交通量を劣化要因としているが，それ

以外の要因を取り入れられていない点である．例えば凍

結防止剤による塩害の影響を予測に反映させた場合，劣

化速度が早まるとともに，補修時期も早まると考えられ

る．そのほかにも，環境条件，使用材料なども考慮する

必要がある． 

第二に，部材ごとの予測ができない点である．2. (2) c)

で示した通り，点検データからは個々の構造物の総合的

な健全度評価は得られるが，各部材の健全度の情報は得

られていない．そのため今回使用したデータでは，一部

の部材の影響で構造物全体の健全度を過大評価している

可能性も考えられる． 

第三に，域内の将来の交通量が不変であると仮定して

いる点である．交通量を劣化要因として取り入れている

ため，本来であれば交通量の変化を劣化予測に反映させ

るべきである．甲府都市圏では今後，新山梨環状道路（地

域高規格道路）の整備が予定されていて，域内の交通の

円滑化や慢性的な渋滞解消などにより各道路の交通量が

大きく変化することが予測される．また，今後の人口減

少により交通量自体が大きく減少する可能性もある．こ

のような要因による交通量変化を把握することは，イン

フラの将来予測において重要である． 

第四に，本研究では橋梁以外の道路構造物の推計が行

えていない点である．道路全体の維持管理を考慮する場

合，橋梁のみの推計では不十分である．ただ，トンネル，

道路舗装などにおいても点検データが得られ，かつ本研

究と同様に劣化予測が行うことができれば補修費用を推

計することが可能となり，道路基盤全体の推計ができる

と考えられる． 

図-4.5 不足税収補填の際に発生する便益 
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続いて，費用推計における課題を挙げる．まず3.(3)の

推計条件が一部現実に沿っていない点である．現在の早

期措置段階の構造物の補修が終わり次第，順次予防保全

型管理に移行するとしているが，今後は社会情勢の変化

により計画通り補修が進行しない可能性や，補修コスト

の増加により修繕単価が増加する可能性が十分ある．さ

らに，今回の将来推計の妥当性については，山梨県の推

計と比較してある程度近い結果となったものの，十分に

検討できているとはいいがたい．これについても今後は

詳しく考察していきたい． 

最後に，適正課税水準の設定における課題を挙げる．

まず本研究では燃料税と消費税の2種類の税収のみでし

か推計しておらず，また，2種類の課税水準を同時に増減

させたケースまでは想定できていない点である．これら

を考慮しなければ，より良い課税水準が適用できず，社

会経済に与える影響をより小さくすることができない．

さらに，本研究のように新たに課税政策を提案する際，

公平性が保たれている政策であるか，あるいは市民から

理解が得られる政策であるか，などといったことも十分

検討していくべきである．効率性と公平性を確保しなが

ら適正負担方法を決定するのは容易ではないが，現実社

会に適用するにはこのような議論は必要である． 

以上の課題を考慮していくことで持続可能な維持管理

を行うためのさらなる知見が得られると考える． 
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